
�愛媛県告示第９１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により、医療

機関を次のように指定した。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により、施術機関を次のように指定した。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�������
�愛媛県告示第９３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定し

た医療機関を次のように廃止した旨の届出があった。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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�愛媛県告示第９４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条において準用する同

法第４９条の規定により指定した施術機関を次のように廃止した旨の

届出があった。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行
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告 示

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

新居浜市医師会
内科・小児科急
患センター

社団法人
新居浜市医師会

新居浜市一宮町一丁目１３
番５２号

平成２１年
１１月３０日

吉井歯科クリニ
ック

医療法人
朋 春 会

四国中央市金生町下分９９
３番地１

平成２１年
１２月１日

ひめ薬局松神子
店

株式会社
レ フ ピ ッ ク

新居浜市松神子四丁目１
番１３号

平成２１年
１２月１日

古 川 医 院 古 川 淳 伊予市中山町出渕２番耕
地１２８番地

平成２２年
１月１日

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

指 定

年 月 日

森 野 接 骨 院 森 野 昭 司 大洲市新谷乙１７０８番地 平成２１年
１０月３日

医療機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

新居浜市医師会
内科・小児科急
患センター

社団法人
新居浜市医師会

新居浜市庄内町四丁目７
番１７号

平成２１年
１１月２９日

吉井歯科クリニ
ック 吉 井 隆 志 四国中央市金生町下分９９

３番地１
平成２１年
１１月３０日

古 川 医 院 古 川 滋 伊予市中山町出渕２－１２
８

平成２１年
１２月３１日

施術機関の名称
開設者の氏名

又 は 名 称
所 在 地

廃 止

年 月 日

森 野 接 骨 院 森 野 茂 利 大洲市新谷乙１７０８番地 平成１７年
８月１０日

毎週（火・金）曜日発行 第２１３６号 平成２２年１月２９日

平成２２年１月２９日金曜日 第２１３６号

愛 媛 県 報
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�愛媛県告示第９５号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護事業者）を次のように指定した。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９６号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（居宅介護支援事業者）を次のように指定した。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９７号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により、介護機関（介護予防事業者）を次のように指定した。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社たんぽぽ 新居浜市中西町１３番４３号 デイサービスたんぽぽ 新居浜市上原二丁目１番２１号 平成２１年１１月１日

岡井薬局有限会社 伊予市灘町３０１番地２ 岡井薬局 伊予市灘町３０１番地２ 平成２１年１１月３０日

新居浜医療生活協同組合 新居浜市新田町一丁目９番９
号 ヘルパーステーション野の花 新居浜市南小松原町８番６８号 平成２１年１２月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号 ＪＡうま訪問介護事業所 四国中央市中之庄町１６８４－４ 平成２１年１２月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号

ＪＡうまデイサービスセンタ
ーあったか荘三島

四国中央市中之庄町１６８４番地
４ 平成２１年１２月３日

株式会社共栄ファーマシー 大阪府豊中市新千里東町一丁
目５番３号 さかろく調剤薬局 八幡浜市向灘字高城２２９－４０ 平成２１年１２月３日

介護サービス山茶花合同会社 北宇和郡鬼北町大字近永６５４
番地 デイサービス山茶花 北宇和郡鬼北町大字清延９３３

番地１ 平成２１年１２月７日

有限会社公文社 新居浜市中須賀町一丁目３番
５６号 ヘルパーステーションまどか 新居浜市中須賀町一丁目３番

５７号 平成２１年１２月１７日

株式会社のぞみ 宇和島市中沢町二丁目２番２３
号 ケアサポートのぞみ 宇和島市中沢町二丁目２番２３

号 平成２１年１２月２５日

株式会社介護センター・スマ
イル

宇和島市長堀三丁目１０番地１７
－３号 介護センター・スマイル 宇和島市長堀三丁目１０番地１７

－３号 平成２１年１２月２８日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号

ＪＡうま居宅介護支援センタ
ー 四国中央市妻鳥町１５２５番地 平成２１年１２月１日

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
指 定 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社舞花 今治市郷本町一丁目２番３６号 有限会社舞花 今治市蒼社町二丁目２番４３号 平成２１年１０月２６日

特定非営利活動法人わをん 今治市南日吉町二丁目２番３８
号 特定非営利活動法人わをん 今治市南日吉町二丁目２番３８

号 平成２１年１１月１日

愛 媛 県 報平成２２年１月２９日 第２１３６号
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�愛媛県告示第９８号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の名称が次のように変更された。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第９９号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）の居宅介護事業を行う事業所

の所在地が次のように変更された。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

医療法人生きる会 今治市北宝来町二丁目４番地
９ ケアセンターいきいき 今治市北宝来町三丁目２番地

１２ 平成２１年１１月１日

有限会社たんぽぽ 新居浜市中西町１３番４３号 デイサービスたんぽぽ 新居浜市上原二丁目１番２１号 平成２１年１１月１日

岡井薬局有限会社 伊予市灘町３０１番地２ 岡井薬局 伊予市灘町３０１番地２ 平成２１年１１月３０日

新居浜医療生活協同組合 新居浜市新田町一丁目９番９
号 ヘルパーステーション野の花 新居浜市南小松原町８番６８号 平成２１年１２月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号 ＪＡうま訪問介護事業所 四国中央市中之庄町１６８４－４ 平成２１年１２月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号

ＪＡうまデイサービスセンタ
ーあったか荘三島

四国中央市中之庄町１６８４番地
４ 平成２１年１２月３日

株式会社共栄ファーマシー 大阪府豊中市新千里東町一丁
目５番３号 さかろく調剤薬局 八幡浜市向灘字高城２２９－４０ 平成２１年１２月３日

介護サービス山茶花合同会社 北宇和郡鬼北町大字近永６５４
番地 デイサービス山茶花 北宇和郡鬼北町大字清延９３３

番地１ 平成２１年１２月７日

有限会社公文社 新居浜市中須賀町一丁目３番
５６号 ヘルパーステーションまどか 新居浜市中須賀町一丁目３番

５７号 平成２１年１２月１７日

株式会社のぞみ 宇和島市中沢町二丁目２番２３
号 ケアサポートのぞみ 宇和島市中沢町二丁目２番２３

号 平成２１年１２月２５日

株式会社介護センター・スマ
イル

宇和島市長堀三丁目１０番地１７
－３号 介護センター・スマイル 宇和島市長堀三丁目１０番地１７

－３号 平成２１年１２月２８日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人久万高原町社会
福祉協議会

上浮穴郡久万高原町久万４５番
地２

（変更後）
久万高原町社会福祉協議会指
定訪問介護事業所 上浮穴郡久万高原町久万４５番

地２ 平成２１年１２月３日
（変更前）
久万高原町社会福祉協議会指
定訪問介護事業所久万

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社舞花 今治市郷本町一丁目２番３６号 有限会社舞花

（変更後）
今治市蒼社町二丁目２番４３号

平成２１年２月１１日
（変更前）
今治市河南町一丁目５番２７号

愛 媛 県 報平成２２年１月２９日 第２１３６号
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�愛媛県告示第１００号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護支援事業者）の居宅介護支援事業を行

う事業所の所在地が次のように変更された。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０１号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）の介護予防事業を行う事業所

の名称が次のように変更された。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０２号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条の規定により指定した医療機関（指定訪問看護事業者等）から、指定訪問看護事業等を次の

ように廃止した旨の届出があった。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０３号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（居宅介護事業者）から、居宅介護事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 支 援 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

居 宅 介 護 支 援 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

有限会社舞花 今治市郷本町一丁目２番３６号 有限会社舞花

（変更後）
今治市蒼社町二丁目２番４３号

平成２１年２月１１日
（変更前）
今治市河南町一丁目５番２７号

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
変 更 年 月 日

名 称 所 在 地

社会福祉法人久万高原町社会
福祉協議会

上浮穴郡久万高原町久万４５番
地２

（変更後）
久万高原町社会福祉協議会指
定訪問介護事業所 上浮穴郡久万高原町久万４５番

地２ 平成２１年１２月３日
（変更前）
久万高原町社会福祉協議会指
定訪問介護事業所久万

医 療 機 関 （ 指 定 訪 問
看 護 事 業 者 等 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃止に係る指定訪問看護事業等を行う事業所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

株式会社アイ・ティーフード
サービス

広島県広島市中区中町７番１６
号

訪問看護ステーション花みか
ん

伊予郡松前町昌農内６１３番地
４ 平成２１年１月３１日

介 護 機 関 （ 居 宅
介 護 事 業 者 ） の
名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 居 宅 介 護 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

岡 井 一 志 伊予市米湊１６９８－９ 岡井薬局 伊予市米湊１６９８－９ 平成２１年５月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号

ＪＡうま居宅介護支援センタ
ー 四国中央市妻鳥町１５２５ 平成２１年１２月１日

愛 媛 県 報平成２２年１月２９日 第２１３６号
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�愛媛県告示第１０５号
次の地籍調査の成果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

松山市 北土居地区 平成１９年度から
平成２１年度まで

松山市の
地籍図及び地籍簿

松山市 越智地区 平成１９年度から
平成２１年度まで

松山市の
地籍図及び地籍簿

宇和島市 大字本九島、百
之浦、蛤の一部

平成１９年度から
平成２０年度まで

宇和島市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２２年１月２９日

�������
�愛媛県告示第１０６号
愛媛県漁業調整規則（昭和４３年愛媛県規則第２２号）第８条第２項

（同規則第２１条第３項において準用する場合を含む。）の規定に基

づき、瀬戸内海を操業区域とする小型機船底びき網漁業の許可又は

起業の認可を申請すべき期間を次のように定める。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

許可又は起業の認可を申請すべき期間

平成２２年１月２９日から２月１１日まで

�愛媛県告示第１０４号
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項の規定により指定した介護機関（介護予防事業者）から、介護予防事業を次のよ

うに廃止した旨の届出があった。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２８条第３項の規定に基づき、次のとおり建設業者の営業の停止を命じた。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１０８号
県営住宅駐車場及び駐車場使用料の額（平成２０年３月愛媛県告示第５１３号）の一部を次のように改正し、平成２２年２月１日から施行する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

介 護 機 関 （ 介 護
予 防 事 業 者 ）
の 名 称

主 た る 事 務 所 の

所 在 地

廃 止 に 係 る 介 護 予 防 事 業 を 行 う 事 業 所
廃 止 年 月 日

名 称 所 在 地

岡 井 一 志 伊予市米湊１６９８－９ 岡井薬局 伊予市米湊１６９８－９ 平成２１年５月１日

うま農業協同組合 四国中央市三島金子二丁目４
番２３号

ＪＡうま居宅介護支援センタ
ー 四国中央市妻鳥町１５２５ 平成２１年１２月１日

許 可 番 号 許 可
年 月 日

商 号 又
は 名 称 代表者氏名 主 た る 営 業 所

の 所 在 地
営業の停
止を命じ
た年月日

営業停止を命じ
た建設業の種類

営業の停止を
命じた期間

営 業 の 停 止 を 命 ず る
原 因 と な っ た 事 実

（般－１７）
第０１４５１４号

平成１７年
５月３０日

上美開発
株式会社

露口 育夫 松山市西野町甲２８
１番地１

平成２２年
１月２０日

土木工事業 平成２２年１月２９
日から平成２２年
２月４日まで
（７日間）

上美開発株式会社は、土木工
事業に関する特定建設業の許可
を受けていないにもかかわらず、
平成２０年６月に請け負った民間
発注の土木一式工事の施工にあ
たり、元請として、下請代金の
額が建設業法第３条第１項第２
号の政令で定める金額（３千万
円）以上となる下請契約を締結
した。

（般・特－１７、
特－１８、般－
１９）
第００３２５２号

平成１７年
７月３日
平成１８年
６月２７日
平成１９年
５月１８日

露口建設
株式会社

露口 泰臣 上浮穴郡久万高原
町東明神甲３６９番
地２

平成２２年
１月２０日

土木工事業 平成２２年１月２９
日から平成２２年
２月４日まで
（７日間）

露口建設株式会社は、下請と
して、特定建設業者ではない上
美開発株式会社と下請代金の額
が建設業法第３条第１項第２号
の政令で定める金額（３千万円）
以上となる下請契約を締結した。

愛 媛 県 報平成２２年１月２９日 第２１３６号
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�愛媛県告示第１０９号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第４８条第１項の規定により、

東温市下林上土地改良区から認可申請のあった新たな土地改良事業

（県単独補助土地改良事業（かんがい排水）・八幡古池地区）の施

行を平成２２年１月２１日認可した。

平成２２年１月２９日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

�������
�愛媛県告示第１１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第９６条の２第１項の規定に

より、伊予市から協議のあった市営土地改良事業（県単独補助土地

改良事業（かんがい排水）・大坪地区）の施行に平成２２年１月２１日

同意した。

平成２２年１月２９日

愛媛県中予地方局長 門 屋 � 三

改 正 後 改 正 前

１ 県営住宅駐車場の位置及び１平方メートル当たりの駐車場使用

料の額（愛媛県県営住宅管理条例施行規則第１２条の１０第１項第２

号に規定する管理事務費を除いた額をいう。以下同じ。）

１ 県営住宅駐車場の位置及び１平方メートル当たりの駐車場使用

料の額（愛媛県県営住宅管理条例施行規則第１２条の１０第１項第２

号に規定する管理事務費を除いた額をいう。以下同じ。）

名 称 位 置

駐車場

使用料

（月額）

有 料 化

開始年度
名 称 位 置

駐車場

使用料

（月額）

有 料 化

開始年度

省略 省略

省略 平成２１年度 省略 平成２１年度

白浜団地 省略 白浜団地 省略

近見西団地 今治市近見四丁目 ９７円

２～４ 省略 ２～４ 省略

�愛媛県告示第１１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山川内線
松山市福音寺町７１番２から

同町４４番５まで

旧 ９．４～１０．９ ０．０７２

新 １１．２～１３．８ ０．０７２

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 河中平井停車場線
松山市水泥町９４４番１から

同町９４１番９まで

旧 １０．５～１２．３ ０．０３６

新 １０．５～４０．６ ０．０３６

愛 媛 県 報平成２２年１月２９日 第２１３６号
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�愛媛県告示第１１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

�愛媛県告示第１１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２２年１月２９日

愛媛県知事 加 戸 守 行

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 河中平井停車場線
松山市水泥町９４４番１から

同町９４４番９まで
平成２２年２月１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 松山川内線
松山市平井町甲１３６３番４から

同市水泥町９４５番４まで
平成２２年２月１日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 広見三間宇和島線
宇和島市光満字鳥越甲１２番１０から

同市高串字家藤乙１１３１番５地先まで
平成２２年１月２９日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 高茂岬船越線 南宇和郡愛南町高茂２番１０

旧 ６．０～１７．５ ０．０９９

新 １２．６～５０．５ ０．０９９

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 高茂岬船越線 南宇和郡愛南町高茂２番１０ 平成２２年１月２９日

愛 媛 県 報平成２２年１月２９日 第２１３６号
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監 査 公 表

�公表第１号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年１月２９日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

道 路 維 持 課 平成２１年８月２０日

（監査の結果）

草刈作業車のリース契約について、他に草刈機能を有する車両が販売

されていたにもかかわらず、１機種しかないものと判断し、経済性を十

分に比較検討することなく導入を決定し、地方機関に導入時期、契約相

手、契約方法を指示していた。

（措置の内容）

除草作業など道路施設管理が年々増大する中、県民のニーズにこたえ

るため、効率化を図る必要があることから、多機能な草刈作業車を導入

したが、導入機種の機能と経済性の比較検討資料を十分整理することな

く導入を決定していた。

現在、草刈作業車の導入予定はないが、今後、機械装置等の導入の検

討を必要とする際は、機種の選定を慎重に行うとともに、契約手続に際

しては競争性、透明性、公平性の確保に努めたい。

また、本県が導入した車両は、草刈作業のほかトンネル清掃やガード

レール清掃などの多機能の道路維持作業が可能なものとなっており、３

台の草刈作業車を県下全域で使用することによる、一層の効率的な運用

と稼働率の向上を図り、県民への道路サービス向上に努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

義 務 教 育 課 平成２１年９月１０日

（監査の結果）

給与の過払金について、適切な債権管理が望まれる。

調定年度 債 務 者 収入未済額（円） 備 考

１７年度 １者 ３９２，００２

（措置の内容）

平成１７年度収入未済額（１件、３９２，００２円）に係る対応については、

平成１６年の当初調定時から債務者が行方不明となっており、債務者の住

民票調査、原戸籍調査、住民票上の住所地である父親宅への再三にわた

る督促状送付、訪問、父親への協力要請等、居所調査の努力を続けてい

たが、債務者行方不明のまま平成２１年８月２７日に債権の消滅時効期限を

経過したため、平成２１年９月１日付けで不納欠損処理した。

今後は、各教育事務所、各小中学校の給与事務担当者との連携を密接

にし、給与の過払いが発生しないよう努めることといたしたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

高 校 教 育 課 平成２１年９月１０日

（監査の結果）

１ 県立学校におけるパソコンＬＡＮシステムの更新（情報教育設備整

備促進費）に当たり、導入対象校あてに機器等の数量、性能の仕様等

を示したものの、賃借料の月額限度額（１６６，０００円）内であれば各校

の判断で変更してもよいと通知したため、各校が賃貸借契約を実施し

た結果、次の不経済な執行が散見された。

・本システムの用途から判断して過剰と認められる性能を有する機器

が導入されていた。

・機器仕様に示されていない周辺装置が導入されていた。

・クラス最多の生徒数を上回る数量の生徒用パソコンが導入されてい

た。

２ 県立学校における校内ＬＡＮ用端末機及びソフトウェアの賃貸借契

約について、納入機器等の引渡し及び確認検査が賃貸借契約開始日以

降に行われていたものが散見された。賃貸借開始日までに賃貸借機器

等の動作確認を含めた検査を行い、その結果を賃貸人に通知するとす

る条項を契約書に規定すべきであった。

３ 職員（１名）の出張中の超過勤務手当について、計１３２，８４０円（平

成２１年１月及び２月分）が支給不足となっていた。

４ 職員（１名）の単身赴任手当について、最も経済的かつ合理的と認

められる通常の経路及び方法を検討することなく交通距離を算定した

ことから、計６６，０００円（平成２０年４月から２１年２月までの１１か月分）

が過支給となっていた。

（措置の内容）

１ 県立学校については、工業高校や商業高校、総合学科、専門コース、

習熟度別指導など、学校の形態や授業の内容、指導方法などが様々で

あることから、平成１１年度の整備開始以来、予算の範囲内において、

各校の教育内容に応じた整備を行ってきた結果、各校間に性能等の差

異が生じたものである。

本課が学校に例示した仕様にはなかった周辺装置が一部の学校で導

入されていた点については、生徒が教員の指示画面を見ながらパソコ

ンを操作できるなど、効率的で分かりやすい指導ができるという学校

の判断で指導用モニター等を整備したものである。

パソコンの数量の問題については、生徒数の動向を予測することは

困難であることから、それぞれの学校において定員に見合う台数整備

を行ったものである。学校現場では、「総合的な学習の時間」等の中

で２学年以上の共同授業でパソコンを活用するなど、学校独自の特色

ある授業を行いながら最大限有効に活用できるよう努めている。

今年度からは、各校の仕様や必要台数については、事前に各学校よ

り詳細設計を提出させ、その内容について精査を行い、不必要な機器

等がある場合は、仕様から除くように指導している。

２ 納品及び検収確認については、文書で確認を行うべきであり、平成

２１年度契約分については、該当各校より、文書で検査調書を徴し、こ

れに基づいて賃貸人に対して、引渡完了通知書を交付している。

今後は、より責任の所在を明確にするため、契約書に完了検査の方

法、賃貸人への引渡完了通知書の交付等を明記することとしたい。

３ すみやかに不足額を該当者に支給したところである。

今後は、このような誤りが起こることのないよう、担当者だけでは

なく複数の者による相互チェック体制を徹底し、再発防止に努めたい。

４ 平成２１年３月例月の電算入力において交通距離の修正を行い、２１年

３月分給料で過支給となっていた６６，０００円を戻入した。

今後は、このような誤りが起こることのないよう、担当者だけでは

なく複数の者による相互チェック体制を徹底し、再発防止に努めたい。
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�公表第２号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年１月２９日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

�������
�公表第３号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年１月２９日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局
健 康 福 祉 環 境 部

平成２１年７月２８日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品の購入を、それとは

異なる物品の修繕に差し替えた不適正な経理処理（１６，４８５円分）が認め

られた。

（措置の内容）

今後は、物品の購入及び予算の執行に当たっては、法規に従い、納品

等のチェック体制を整え、適正な会計処理を誠実に行う。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

中 予 地 方 局
産 業 経 済 部

平成２１年７月２８日、
平成２１年７月２９日

（監査の結果）

職員（５名）の同一週を超えた週休日の振替等に伴う超過勤務手当に

ついて、計１０６，８９２円（平成２０年６月分及び同年８月から２１年３月まで

の分）が支給不足となっていた。

（措置の内容）

平成２１年１０月２３日、該当職員への支払が完了した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
総 務 企 画 部

平成２１年８月７日、
平成２１年８月１０日

（監査の結果）

１ 需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差

し替えて納入させた不適正な経理処理（２８，４０９円分）が認められた。

２ 郵便切手について、施錠ロッカーに保管されたまま認知されていな

かったもの（４，４１５，３２４円分）が認められた。

（措置の内容）

１ 職場研修の実施による職員の意識改革と資質の向上、及び要求者と

発注者、検査実施者の区分の厳格化による物品調達・検査体制の強化

等により、改善及び再発防止を徹底し、適正な予算執行に努めたい。

２ 当該郵便切手については、平成２１年８月１９日付けで郵便切手受払簿

に受入処理を行った。

また、当機関（八幡浜支局税務室）のみの使用では長期間を要する

ことから、有効活用を図るため、一部について平成２１年８月１９日付け

で本庁税務課へ管理換えを行った。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

南 予 地 方 局
産 業 経 済 部

平成２１年８月７日、
平成２１年８月１１日

（監査の結果）

１ 本庁で一括して賃貸借契約をして配備したプリンタについて、賃貸

業者が修理を含む保守・点検を行う契約内容であったにもかかわらず

別の業者に修理をさせたため、本来負担する必要のない修理費用２８，３

５０円を支出していた。

２ 農地活用普及事業に係る先進地視察に参加した者の旅費（５名分、

１１４，５００円）について、資金前渡担任者に前渡資金が支払われていた

にもかかわらず、その者が自費で立て替えて支払っていた。

（措置の内容）

１ 再発防止のため、本庁農地整備課長から各地方局（支局）農村整備

課長に対し、本庁で一括賃貸借契約している内容及び障害発生時の連

絡体制等について周知徹底の通知があった。

当機関（南予地方局農村整備課）では、管理体制を見直し、ネット

ワーク管理操作責任者に情報を一元化する体制にするとともに、職員

に対しては、ＩＴ機器の契約状況について、課内全員に文書にて周知

徹底した。

また、ＩＴ関係機器の保守・点検・更新・修理については、管理職

が就任しているネットワーク管理者にすべて報告のうえ執行する方法

に見直したほか、各機器にリース物品であること及び連絡先を明記し

た。

２ 当該立替えは、その５日後に資金前渡担任者の銀行口座から出金が

行われて解消した。今後、前渡資金で処理する場合は、前渡資金の入

金があれば速やかに出金して、適切に処理するよう徹底した。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

子 ど も 療 育 セ ン タ ー 平成２１年５月１３日

（監査の結果）

１ 子ども療育センター利用料金について、納期限内の収入確保に努め

るとともに、滞納繰越額の縮減に一層努められたい。

区 分
収入未済額（円）

備 考
現 年 度 分 滞納繰越分 計

２０年度 １，５９１，５０１ １，１６５，６８６ ２，７５７，１８７

平成２０年１２月
３１日現在（対
前年同月比）

１９年度 １，４５６，１４１ １８４，５０３ １，６４０，６４４

差引増減 １３５，３６０ ９８１，１８３ １，１１６，５４３

２ 感染性産業廃棄物の収集運搬処分に係る委託契約について、収集運

搬業務と処分業務を一つの業務とした随意契約であったにもかかわら

ず、処分業の許可を有しない者から見積りを徴し、その者と契約を締

結していた。また、別途処分業務を処分業の許可を有する者へ委託し

たところ、適正な会計手続をとっていなかった。

３ 需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差

し替えて納入させた不適正な経理処理（９９，１９３円分）が認められた。
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�公表第４号
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１２項の規定により、

措置を講じた旨の通知があったので、次のとおり公表する。

平成２２年１月２９日

愛媛県監査委員 白 石 友 一

同 明 比 昭 治

同 河 野 忠 康

同 和 氣 政 次

（措置の内容）

１ 子ども療育センター利用料金については、保護者等に対して、施設

サービス利用の契約締結の際に、利用料金自己負担の制度を十分説明

するなどして、適期収入に努めた。

また、滞納となった者については、督促状、催告書の送付、電話催

告をするとともに、保護者等の来所機会（夜間・休日を含む）をとら

えては、直接面談指導を行うなど納入催告に努めた。

今後とも、利用料金の適期収入に留意するとともに、滞納繰越分に

ついては、保護者等との連絡を密にするなど収入の確保に一層努めた

い。

区 分

収入未済額（円）

平成２０年１２月３１
日現在

平成２１年度への
繰越額（平成２０
年度末現在）

平成２１年１０月３１
日現在

平成２０年度分 １，５９１，５０１ １，３７５，７４２ １，２９４，６１３

滞納繰越分 １，１６５，６８６ １，０５６，９１１ ８０９，０６６

計 � ２，７５７，１８７ ２，４３２，６５３ ２，１０３，６７９

平成２１年度分� ― ― １，０３０，５２３

合計（�＋�） ２，７５７，１８７ ２，４３２，６５３ ３，１３４，２０２

２ 平成２０年度当初、年間単価契約の入札事務が遅れ感染性産業廃棄物

保管庫が満杯状態になり、平成２０年５月に限り、急きょ感染性産業廃

棄物の収集運搬業務及び処分業務をそれぞれ締結したが、会計規則上

適正な手続をとっていなかった。

平成２０年６月以降の年間単価契約についてはこれを改め、収集運搬

業務は指名競争入札で落札した業者と契約締結し、処分業務は随意契

約で処分業者から見積書を徴するなど、適正な会計手続で契約締結し

た。

今後は、会計規則を遵守し、適正な会計手続により契約するよう徹

底した。

３ 需用費の執行において、不適正な経理処理を行っていたが、今後は、

法令遵守の確立、適正な事務執行の重要性の自覚、要求者と発注者、

検査実施者の区分の厳格化、納品書と現物の確認等を徹底し再発防止

に努める。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

農 林 水 産 研 究 所

平成２１年１月７日、
平成２１年１月１５日、
平成２１年４月２８日、
平成２１年５月１１日、
平成２１年５月２１日

（監査の結果）

１ 平成２０年１１月２１日に発生した火災により、建物施設、附帯設備、備

品等が焼損するなどの多額の被害が生じているので、職員に対して防

災意識高揚のための指導・教育を励行するなど、火災事故の再発防止

に万全を期されたい。

２ 公用車による人身事故があったので、当該事故を厳粛に受け止め、

職員に対して交通法規遵守を徹底し、車両の安全運行に万全を期され

たい。

３ 給与資金前渡担任者の預金口座について、当該口座の通帳を紛失し

ていたほか、県会計規則に定める引継ぎが行われていなかった。

（措置の内容）

１ 事件の重大性を認識し、二度と火災事故を起こさないために、職員

全員を対象に平成２０年１２月１１日に自家用電気工作物保安管理業務受託

事業者の職員を講師として、漏電等事故防止のための講習会を開催し

た。

また、防災に対する意識高揚のため、本年度も７月１５日に同委託業

者職員を招き、指導・教育を実施した。

２ 「公用車管理規程」を作成し、公用車の運行管理の厳格化を図ると

ともに、交通事故防止を図る目的で平成２０年９月５日に全職員を対象

に交通安全教室を開催した。

今後も随時、朝礼や職場研修、回覧板等で交通法令の遵守、事故防

止について注意を喚起していくこととしている。

３ 本件は、前任者が適正な引継ぎをしていなかったため生じたもので

ある。当該通帳の再交付手続を行うとともに、会計規則に定める所要

の手続を行った。

今後は事務引継ぎ等の際必要書類を明記するなど再発防止に努める

こととしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

総 合 科 学 博 物 館 平成２１年４月２８日

（監査の結果）

１ 行政財産（ミュージアムショップ）の使用許可について、実際の使

用面積が許可面積（６９．２３�）より２．５９�過大となっていた。

２ プラネタリウム設備保守点検業務委託契約について、予定価格の積

算のうち、臨時点検の業務量（人数・回数）が実績に比べてかい離し

ていたので、より妥当性・合理性のある積算方法を検討されたい。

（措置の内容）

１ 使用面積を再度確認し、過大部分について使用許可を行い、２０年度

内に使用料を徴収した。今後は、現場と図面等で十分に確認してまい

りたい。

２ 今後は臨時点検回数を予定価格とするのではなく、業者の２４時間対

応等を踏まえた形で見直しを行いたい。なお２１年度からは、委託契約

関係は指定管理者が行っており、今回の件を伝え、改善検討するよう

指示している。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

美 術 館 平成２１年１月１５日

（監査の結果）

行政財産（ミュージアムショップ）の使用許可について、実際の使用

面積が許可面積（３６．８５�）より１０．３８�過大となっていた。

（措置の内容）

実際の使用面積を再度確認し、過大部分については行政財産使用料を

徴収した。
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監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

新 居 浜 東 高 等 学 校 平成２１年２月１３日

（監査の結果）

グラウンド東側ブロック塀改修工事（第１号）について、当該ブロッ

ク塀の壁頂部鉄筋の末端が、建築基準法施行令第６２条の８第６号に従い

設計した図面どおり施工されていなかった。

（措置の内容）

すみやかに鉄筋の施工について設計図面どおり建築基準法に則した形

で改修を行った。今後は施工が設計図面と相違がないかよく確認し、遺

漏がないよう努めたい。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

新 居 浜 西 高 等 学 校 平成２１年２月１３日

（監査の結果）

入学金及び授業料に係る現金収納事務について、次のとおり改善を要

する点があった。

・入学金の現金領収書について、これを書き損じたときはその各葉に

「廃棄」と朱書しておかなければならないところ、書き損じたものを

紛失していた。

・入学金の現金領収書について、別の生徒の氏名を記載し誤って発行し

ていたものがあった。

・授業料の現金領収書について、県会計規則に定める現金領収書を交付

しているにもかかわらず、非県会計の同窓会費等を収納したときに発

行している任意の領収書においても、授業料を含めた金額を記載し交

付していた。

（措置の内容）

・一部の生徒について、入学金領収証書を誤って重複して作成しており、

領収証書控のみ保存していたため、該当生徒に二重払いはなかったか

を確認した。本来学校に残すはずの書き損じの領収証書は、ミスで廃

棄したことに相違ないので、領収証書控に「廃棄」と押印した。

・入学金領収証書を本人に持ってきてもらい正しい入学金領収証書と交

換し、誤りの分は「廃棄」と押印した。

・今後は、定時制私費会計の領収書から授業料の記載を除く。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

東 予 高 等 学 校 平成２１年２月６日

（監査の結果）

現金支給する職員（３名）の給与について、給料の支給定日を１日遅

延して支給していたほか、給与明細書への受領者の押印を徴しておらず、

また給与資金前渡担任者による精算手続を怠っていた。

（措置の内容）

給与の支給定日を遅延することなく当日に現金支給するとともに、該

当職員の受領印を徴して給与資金前渡担任者が精算をしている。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

上 浮 穴 高 等 学 校 平成２１年２月６日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差し

替えて納入させた不適正な経理処理（２７，３００円分）が認められた。

（措置の内容）

今回の不適正な経理処理は、物品購入・検収の際の確認不足及び担当

者の経理処理に対する認識不足から生じたものであり、物品購入・検収

に際して相互チェック体制を徹底するとともに、職員に対し適正な手続

に基づき物品を購入するよう指導したところである。

今後とも、適正な経理処理の徹底について指導し、再発防止に努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

宇 和 島 東 高 等 学 校 平成２１年２月６日

（監査の結果）

需用費の執行において、会計書類に記載した物品と異なる物品に差し

替えて納入させた不適正な経理処理（９５，５５０円分）が認められた。

（措置の内容）

今回の不適正な経理処理は、適正な公金取扱いに対する意識の欠如か

ら生じたものであり、備品購入費が不足した場合には、需用費からの予

算流用手続を行うなど、職員に対し適正な手続に基づき物品を購入する

よう指導したところである。

今後とも、適正な経理処理の徹底について指導し、再発防止に努めた

い。

監 査 対 象 機 関 監 査 年 月 日

し げ の ぶ 特 別 支 援 学 校 平成２１年１月１５日

（監査の結果）

職員（２名）の通勤手当について、人事委員会の運用通知に基づき最

短の経路でなく社会通念上合理的と認める経路について認定するときは、

職員からの十分な検討材料の提供を受けて総合的に判断しなければなら

ないとされているところ、十分な検討がないまま届出のあった通勤経路

を認定したこと、通勤に要する運賃等の額に変更があったにもかかわら

ずこの届出がなかったことにより、計２７，９４２円（平成２０年４月から１２月

までの９か月分）が過支給となっていた。

（措置の内容）

職員が通勤の実情に基づいて通勤届に記載した届出経路（認定済距離

２０．８�）を、十分な検討がないまま「一般に利用しうる最短の経路」と

して認定していたが、原則どおり最短経路（１９．８�）で認定すべきもの

であったため、遡及して再認定し、２１年１月の電算入力により２０年４月

から１２月までの９か月分（２０，７００円）の戻入処理をした。

また、通勤に要する運賃等の額に変更（車種変更に伴う減額）のあっ

た職員については、通勤届を受理し、減額認定した後、２１年１月の電算

入力により１１月と１２月の２か月分（７，２４２円）の戻入処理をした。

今後は、職員への周知・指導を徹底し、関係条例等を遵守した適正か

つ厳格な認定に努めたい。
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教育委員会告示

公営企業公告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年１月２９日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

感染性廃棄物処分業務の委託

� 委託業務名及び予定数量

感染性廃棄物処分業務：約４，３００，０００リットル

� 委託業務の内容等

入札説明書及び仕様書等による。

� 委託期間

平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで

� 委託業務の履行場所

松山市及び近隣市町にある処理施設に限る。

� 入札方法

入札金額は、１リットル当たりの単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「その他」について平成２０・２１・

２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を有す

ると認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 委託業務と同程度の業務の実績を有し、委託業務について、

適切かつ迅速に履行し得る体制が整備されていることを証明し

た者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

平成２２年３月１２日（金）午後１時３０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

平成２２年１月２９日（金）から３月２日（火）までの執務時

間中（月曜日から金曜日まで（国民の祝日に関する法律（昭

和２３年法律第１７８号）に規定する休日を除く。）の午前８時

３０分から午後５時１５分までをいう。）

イ 交付方法

�愛媛県教育委員会告示第１号
愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情報（平成１４年３月愛媛県教育委員会告

示第３号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

平成２２年１月２９日

愛媛県教育委員会

委員長 井 関 和 彦

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

口頭による開示請求をすることが

できる個人情報の内容

口頭による

開示請求を

することが

できる期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所

口頭による開示請求をすることが

できる個人情報の内容

口頭による

開示請求を

することが

できる期間

口頭による

開示請求を

することが

できる場所

試験等の名称 開示する内容 試験等の名称 開示する内容

省略 省略

愛媛県県立学

校実習助手・

寄宿舎指導員

採用選考試験

筆記試験、作文試

験及び面接試験の

得点並びに総合得

点及び総合順位

省略 愛媛県県立学

校実習助手・

寄宿舎指導員

採用選考試験

筆記試験、作文試

験及び面接試験の

得点並びに総合得

点

省略

省略 省略
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�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

平成２２年３月１２日（金）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札に参加を希望する者は、この公告に示し

た業務を履行できることを証明する書類を、平成２２年３月２

日（火）までの執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなけ
ればならない。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した業務を履行できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the service to be rendered：Disposal

of Infectious Waste for Ehime Prefectural Central Hospital，

approximately４，３００，０００ liters

� Time limit of tender：１：３０ p．m．，１２March２０１０

� For further information，please contact： Accounting Section，

General Affairs Division，Secretariat，Ehime Prefectural

Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，Ehime

７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８
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�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２２年１月２９日

愛媛県立中央病院長

梶 原 眞 人

１ 入札に付する事項

� 件名

重油の購入

� 購入物品名及び予定数量

重油（ＪＩＳ Ｋ２２０５ １種２号）

第１回：約６２５，０００リットル

第２回：約７１８，０００リットル

� 購入物品の内容等

入札説明書による。

� 納入期間

第１回目：平成２２年４月１日から平成２２年９月３０日まで

第２回目：平成２２年１０月１日から平成２３年３月３１日まで

� 納入場所

愛媛県立中央病院

� 入札方法

入札金額は、１リットル当たりの単価を記載すること。

また、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の５パ－セントに相当する額を加算した金額をもって落

札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課

税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契

約金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、営業種別「石油燃料類」について、平成２０・

２１・２２年度の製造の請負等に係る一般競争入札に参加する資格を

有すると認められた業者で、次の事項に該当する者。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 納入期間中に確実に納入できる体制が整備されていることを

証明した者であること。

� 開札の日において、知事が行う入札参加資格停止の期間中に

ない者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場

所及び問い合わせ先

愛媛県立中央病院事務局総務課会計係

〒７９０―００２４

愛媛県松山市春日町８３番地

電話 （０８９）９４７―１１１１ 内線 ２２２８

� 入札書の受領期限

第１回目：平成２２年３月２６日（金）午後１時３０分

第２回目：平成２２年９月２９日（水）午後１時３０分

� 入札説明書の交付等

ア 交付期間

第１回目：平成２２年１月２９日（金）から３月１２日（金）ま

での執務時間中（月曜日から金曜日まで（国民

の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）

に規定する休日を除く。）の午前８時３０分から

午後５時１５分までをいう。以下同じ。）

第２回目：平成２２年８月２日（月）から９月１０日（金）ま

での執務時間中

イ 交付方法

�に掲げる場所で交付する。
� 開札の日時及び場所

第１回目：平成２２年３月２６日（金）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 東洋医学研究所 １階 会議
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室

第２回目：平成２２年９月２９日（水）午後１時３０分

愛媛県立中央病院 周産期センター ７階 第２

研修室

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県公営企業会計規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程

第９号）第１７６条において例によることとされる愛媛県会計規

則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から第１３７条までの

規定による。

� 入札者に要求される事項

ア この一般競争入札のうち第１回目分に参加を希望する者は、

この公告に示した物品を納入できることを証明する書類を平

成２２年３月１２日（金）までの執務時間中に３�に掲げる場所
に提出しなければならない。また、この一般競争入札のうち

第２回目分に参加を希望する者は、この公告に示した物品を

納入できることを証明する書類を平成２２年９月１５日（水）ま

での執務時間中に３�に掲げる場所に提出しなければならな
い。

なお、愛媛県立中央病院長から当該書類の内容に関し説明

を求められた場合は、これに応じなければならない。

イ 入札書は、封入して、受領期限までに提出しなければなら

ない。

� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者の提出した入札書及び入札者に

求められる義務を履行しなかった者の提出した入札書は、無効

とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

この公告に示した物品を納入できると愛媛県立中央病院長が

判断した入札者であって、愛媛県公営企業会計規程第１７６条に

おいて例によることとされる愛媛県会計規則第１３３条の規定に

基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもっ

て有効な入札を行ったものを落札者とする。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased：Heavy

Oil（JIS K２２０５ class１ No．２）

１st contract： approximately６２５，０００ liters

２nd contract： approximately７１８，０００ liters

� Time limit of tender：

１st：１：３０ p．m．，２６March２０１０

２nd：１：３０ p．m．，２９ September２０１０

� For further information，please contact： Accounting Section，

General Affairs Division，Secretariat，Ehime Prefectural

Central Hospital，８３ Kasugamachi，Matsuyama，Ehime

７９０―００２４ Japan

TEL０８９―９４７―１１１１ Ext２２２８

平成２２年１月２９日 発行
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